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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　柱や梁等で構成される構造フレームに、建物に発生する上下方向の振動を減衰させる減
衰装置を設け、この減衰装置の上部に、前記構造フレームから所定高さ離間する浮きスラ
ブを形成した浮き床式制振構造であって、
　前記減衰装置は、上下方向を軸とする円筒状の減衰材を備え、該減衰材の内周が前記構
造フレーム側に接合されるとともに外周が前記浮きスラブ側に接合されていることを特徴
とする浮き床式制振構造。
【請求項２】
　柱や梁等で構成される構造フレームに、建物に発生する上下方向の振動を減衰させる減
衰装置を設け、この減衰装置の上部に、前記構造フレームから所定高さ離間する浮きスラ
ブを形成した浮き床式制振構造であって、
　前記減衰装置は、前記構造フレームに立設されるネジスタッドと、前記浮きスラブの下
部に埋設される外管と、この外管の内部に隙間をあけて挿入され、かつ前記ネジスタッド
に固定される内管と、前記外管と前記内管の間に介設される減衰材とを備えてなることを
特徴とする浮き床式制振構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、強風や地震によって建物に発生する振動を低減させる制振構造に係り、特に
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、床スラブを所定高さ浮かせて形成する浮き床式制振構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　１９９５年の阪神淡路大震災以降、免震建物の普及が進んでいる。また、超高層建築物
の普及により、様々な制振装置を用いた制振建物が建設されている。強風や地震によって
建物に発生する揺れを低減させる制振構造としては、例えば図７に示すように、建物５１
の頂部に、建物５１と同じ周期を有する「おもり５２、ばね５３、減衰装置５４」で構成
されるマスダンパー（振り子）５５を取り付け、マスダンパー５５と建物５１との共振現
象を利用して、建物５１の振動エネルギーを前記マスダンパー５５で吸収する構成のもの
が、一般的に知られている（例えば、特許文献１および特許文献２参照）。
【特許文献１】特開２００４－３４６５６２号公報
【特許文献２】特開平１１－１３３０７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、これまでの免震・制振建物に用いられる免震・制振システムでは、水平方向
加速度に対しては免震・制振効果が発揮される。しかしながら、従来の免震・制振システ
ムでは、上下方向加速度については考慮されておらず、上下方向加速度に対しては免震・
制震効果が得られなかった。この結果は、２００３年の宮城県沖地震で観測された報告か
らも明らかにされている。また、前記報告内容からは、上下方向加速度が、水平方向加速
度を上回っている場合もあり、上下方向加速度に対して有効なシステムを構築することが
必要となってきている。
【０００４】
　さらに、近年では、建物に要求される性能が多様化してきており、特に、コンピュータ
等の精密機械を利用する部屋では、水平方向加速度のみならず上下方向加速度の免震・制
振効果を備えた高い免震・制振性能が要求されている。
【０００５】
　そこで、本発明は前記問題を解決すべく案出されたものであって、上下方向加速度を低
減することができる浮き床式制振構造を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するため、請求項１に係る発明は、柱や梁等で構成される構造フレーム
に、建物に発生する上下方向の振動を減衰させる減衰装置を設け、この減衰装置の上部に
、前記構造フレームから所定高さ離間する浮きスラブを形成した浮き床式制振構造であっ
て、前記減衰装置は、上下方向を軸とする円筒状の減衰材を備え、該減衰材の内周が前記
構造フレーム側に接合されるとともに外周が前記浮きスラブ側に接合されていることを特
徴とする浮き床式制振構造である。
【０００７】
　ここで、構造フレームとは、鉄骨や鉄筋コンクリートによって構成された大梁、小梁や
柱等をいう。また、建物に発生する振動とは、水平方向および上下方向の両方を含み、減
衰装置は、水平方向および上下方向の振動を減衰できる装置である。
【０００８】
　請求項１に係る発明によれば、床スラブを、減衰装置を介して構造フレームから所定高
さ離間させた浮きスラブとしているので、浮きスラブが、おもりの役目を果たして上下方
向に移動して、減衰装置と組み合わされることで制振効果が得られる。よって、構造フレ
ームに発生した上下方向の振動を減衰させることができ、上下方向加速度を低減すること
ができる。
【０００９】
　請求項２に係る発明は、柱や梁等で構成される構造フレームに、建物に発生する上下方
向の振動を減衰させる減衰装置を設け、この減衰装置の上部に、前記構造フレームから所
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定高さ離間する浮きスラブを形成した浮き床式制振構造であって、前記減衰装置は、前記
構造フレームに立設されるネジスタッドと、前記浮きスラブの下部に埋設される外管と、
この外管の内部に隙間をあけて挿入され、かつ前記ネジスタッドに固定される内管と、前
記外管と前記内管の間に介設される減衰材とを備えてなることを特徴とする記載の浮き床
式制振構造である。
【００１０】
　請求項２に係る発明によれば、浮きスラブが、構造フレームに対して上下移動するため
、従来のマスダンパーでは減衰することができなかった上下方向の振動を、集中して減衰
させることができ、上下方向加速度に対する高い免震・制振効果を得られる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、上下方向加速度を低減することができるといった優れた効果を発揮す
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　次に、本発明を実施するための最良の形態について、添付図面を参照しながら詳細に説
明する。
【００１５】
　図１は本発明に係る浮き床式制振構造を実施するための最良の第一の形態を示した断面
図、図２は図１のＡ部を示した拡大断面図および平面断面図、図３は図１のＢ部を示した
拡大断面図および平面断面図である。
【００１６】
　まず、本実施の形態に係る浮き床式制振構造の構成を説明する。なお、本実施の形態で
は、鉄骨造の建物においてベニヤ板等からなる型枠を利用してコンクリート製の床スラブ
を構築する場合を例に挙げて説明する。
【００１７】
　図１に示すように、かかる浮き床式制振構造１は、強風や地震によって建物に発生する
振動を低減させるものであって、建物の構造体として設けられた構造フレーム３の上部（
梁（大梁や小梁）２等の水平方向に配置された部材上や、柱１８の頂部上など）に、建物
に発生する振動を減衰させる減衰装置４を設け、この減衰装置４の上部に、構造フレーム
３の上端面から所定高さ離間する（浮かぶ）浮きスラブ５を形成したことを特徴とする。
なお、構造フレーム３から側方に片持ち梁（図示せず）を張り出して、その上部に減衰装
置４を設ける場合も本発明の実施の範囲に含む。
【００１８】
　浮き床式制振構造１に用いられる減衰装置４は、建物の各階に設けられており、各階に
浮きスラブ５が形成される。なお、本実施の形態では、減衰装置４は、全ての階に設けら
れているが、これに限られるものではない。例えば、建物の変形が集中する上層階や中層
階のみ、或いはその両方に設けるようにしてもよい。
【００１９】
　減衰装置４は、上下方向に伸縮可能に構成されており、浮きスラブ５を構造フレーム３
に対して上下移動可能に固定するようになっている。具体的には、図２（ａ）および（ｂ
）に示すように、減衰装置４は、構造フレーム３の上部に立設されるネジスタッド６と、
浮きスラブ５の下部に埋設される二重管７とを有している。二重管７はネジスタッド６に
固定されている。なお、図２（ｂ）は、図２（ａ）をＣ－Ｃ線で切った断面図である。
【００２０】
　ネジスタッド６は、雄ネジ８が形成された胴部の一端部の外周を構造フレーム３の上端
面に全周溶接することで、構造フレーム３に固定されている。
【００２１】
　二重管７は、浮きスラブ５の下部に埋設される外管１１と、その内部に挿入され雌ネジ
１５を有する内管１２と、外管１１と内管１２との間に介設される減衰材１３とを備えて
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いる。外管１１と内管１２は、ともに有底筒状に形成されており、有底部が上部になるよ
うに配置されている。なお、内管１２は、底を有さない筒状であってもよい。この場合、
後述する支持ブロック１４は設けない。内管１２は、その外周部と上部とで、外管１１の
内面との間に所定の隙間を空けるように、外管１１の内部に挿入・配置されている。外管
１１の内周面と内管１２の外周面との隙間には、高減衰ゴム等からなる減衰材１３が設け
られている。減衰材１３は、円筒状に形成されて、内管１２の外周面と外管１１の内周面
の両面に接着されている。減衰材１３は、せん断変形することで、外管１１と内管１２を
その軸方向（上下方向）に互いに相対移動可能とし、浮きスラブ５の構造フレーム３に対
する上下方向の揺れ幅を小さく且つ早く収束させることができる。また、減衰材１３は、
圧縮変形することで、浮きスラブ５の構造フレーム３に対する水平方向の揺れ幅を小さく
且つ早く収束させることもできる。
【００２２】
　内管１２の上部の外管１１の内面頂部との隙間には、円柱状の軟質ゴムあるいはバネ等
にて構成された支持ブロック１４が設けられている。この支持ブロック１４は、浮きスラ
ブ５の荷重や積載荷重等の一部を支持するためのもので、内管１２の上面か外管１１の内
面頂部のいずれか一方、或いは両面に接着されている。なお、この支持ブロック１４を省
略して、内管１２の上部の外管１１との隙間を空隙とするようにしてもよい。この場合は
、内管１２の外周面と外管１１の内周面との間に設ける減衰材１３を、浮きスラブ５の荷
重、積載荷重および地震荷重等に耐え得るように選定して接着することとなる。
【００２３】
　外管１１の下端部（開口側端部）には、径方向外方に広がる鍔部１６が形成されており
、この鍔部１６の上端面と浮きスラブ５の下端面とが面一となるように、浮きスラブ５が
構築されている。なお、浮きスラブ５の下端面は、鍔部１６と面一でなくてもよい。また
、外管１１の上端部にも、径方向外方に広がる鍔部１７が形成されており、この鍔部１７
の周囲に浮きスラブ５のコンクリートを一体的に打設することで、二重管７と浮きスラブ
５との接合性を高め、二重管７が浮きスラブ５から抜けるのを防止している。
【００２４】
　内管１２の内周面には、雌ネジ１５が形成されており、ネジスタッド６の雄ネジ８を雌
ネジ１５に螺合させることで、ネジスタッド６と二重管７とを固定し、外管１１と内管１
２とが相対的に移動することで、浮きスラブ５を構造フレーム３に弾性的に固定するよう
に構成されている。
【００２５】
　浮きスラブ５は、例えば厚さ１５０ｍｍのコンクリートスラブにて構成されており、そ
の内部には鉄筋（図示せず）が適宜配筋されている。浮きスラブ５を構築すると、その重
量によって減衰材１３がせん断変形を起こして、浮きスラブ５が内管１２に対して沈み込
む。図示しないが、コンクリートの打設前（取付前）の減衰装置は、浮きスラブの沈み込
み高さ分、内管が外管の下端部から突出するように形成されている。そして、減衰装置４
は、浮きスラブ５の構築後、減衰材１３がせん断変形を起こして、浮きスラブ５が沈み込
んだときに、外管１１の下端面と内管１２の下端面とが略同じ高さとなるように構成され
ている。
【００２６】
　図３（ａ）および（ｂ）に示すように、浮きスラブ５は、柱１８との間に所定のクリア
ランスを確保するように形成されている。浮きスラブ５と柱１８の間のクリアランス部分
には、高減衰ゴムや天然ゴム等の減衰材１９が介設されている。なお、図３（ｂ）は、図
１をＤ－Ｄ線で切った断面図である。
【００２７】
　浮きスラブ５の、柱１８との交差部分には、柱１８が貫通する孔である柱貫通部２２が
形成されている。柱貫通部２２の内周面２１は、柱１８の外周面と所定のクリアランスを
隔てるように形成されている。なお、本実施の形態では、柱１８が正方形断面であるので
、柱貫通部２２は、柱１８の断面形状より所定長さ大きい正方形状に形成されている。柱
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貫通部２２の内周面２１には、断面Ｌ字状のＬ字プレート２３が、内周面２１の全高と浮
きスラブ５の底面の一部を覆うように設けられている。Ｌ字プレート２３は、柱１８回り
で二分割されて、柱１８を水平方向両側から囲むように、平面視コ字状に形成されている
。Ｌ字プレート２３は、浮きスラブ５のコンクリート打設の際には、型枠の役目を果たす
。
【００２８】
　一方、柱１８の外周部には、平板状のプレート２４が設けられている。このプレート２
４も、Ｌ字プレート２３と同様に、柱１８回りで二分割されて、柱１８を水平方向両側か
ら囲むように、平面視コ字状に形成されている。プレート２４は、柱１８の外周面に溶接
固定されている。
【００２９】
　Ｌ字プレート２３とプレート２４との間には、高減衰ゴム等からなる減衰材１９が、Ｌ
字プレート２３の表面とプレート２４の表面とにそれぞれ接着されて設けられている。減
衰材１９は、Ｌ字プレート２３とプレート２４との間で平面視コ字状に設けられている。
減衰材１９は、柱１８を水平方向両側から囲むよう設けられる。
【００３０】
　なお、Ｌ字プレート２３、プレート２４および減衰材１９は、柱１８の断面形状に合わ
せて、平面視の形状が変わる。例えば、柱が円形断面の場合には、Ｌ字プレート、プレー
トおよび減衰材は、それぞれ平面視半円状となる。
【００３１】
　Ｌ字プレート２３の下部には、浮きスラブ５の荷重や積載荷重等の一部を支持するため
の支持ブロック２５が設けられている。支持ブロック２５は、軟質ゴムあるいはバネ等か
らなり、柱１８のリブ２０または梁２の上面（本実施の形態ではリブ２０の上面）とＬ字
プレート２３の下端面との間に介設されている。支持ブロック２５は、線状のものを柱１
８の周囲に合わせて折り曲げて設けられている。なお、支持ブロック２５の形状はこれに
限られるものではなく、直方体状のものを接して並べるか、或いは所定の間隔をあけて配
列してもよい。また、柱１８周りの減衰材１９を、浮きスラブ５の荷重、積載荷重および
地震荷重等に耐え得るように選定して接着すれば、支持ブロック２５を省略することがで
きる。さらに、減衰材１３により、浮きスラブ５の荷重、積載荷重および地震荷重等に耐
え得るように、減衰材１３を選定して接着すれば、減衰材１９およびプレート２４も省略
でき、柱１８周りの拘束を無くすこともできる。
【００３２】
　図４は本発明に係る浮き床式制振構造を実施するための第二の最良の形態を示した断面
図および斜視図である。なお、図４（ａ）は、梁２と直交する方向に梁２、減衰装置４お
よび浮きスラブ５等を切断して示した断面図である。本実施の形態では、鉄骨造の建物に
おいてデッキプレートを利用してコンクリート製の床スラブを構築する構成を例に挙げて
説明する。
【００３３】
　図４に示すように、デッキプレート３１を利用する場合は、減衰装置４の鍔部１１にデ
ッキプレート３１を支持するためのデッキ受スチールプレート３２が係止される。デッキ
受スチールプレート３２は、梁２上に複数配列された減衰装置４を、梁２の幅方向両側か
ら挟み込み、梁２に沿ってデッキプレート３１の端部を係止するように構成されている。
デッキ受スチールプレート３２は、所定長さの長方形状に形成され、一方の長辺部に、減
衰装置４を収容する切欠き部３３が、所定の間隔を隔てて複数形成されている。切欠き部
３３は、外管１１の外径と同等の半径を有する半円状に形成されている。デッキ受スチー
ルプレート３２は、各減衰装置４の外管１１の外周部に溶接され固定される。デッキ受ス
チールプレート３２の、切欠き部３３とは逆側の長辺部に、デッキプレート３１の端部が
係止されて所定の間隔で点溶接されることで、デッキプレート３１がデッキ受スチールプ
レート３２に固定されている。
【００３４】
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　次に、ネジスタッド６による浮きスラブ５支持の構造的検討と、減衰材１３による浮き
スラブ５支持の構造的検討について説明する。
【００３５】
　まず、ネジスタッド６による浮きスラブ５の支持の構造的検討について説明する。この
検討は、図５に示すように、梁２のスパンが３０００ｍｍで、ネジスタッド６が梁２上に
３００ｍｍピッチで配設され、ベニヤ板による型枠を用いて浮きスラブ５が構築された場
合の事務所ビルを想定して行った。
【００３６】
　この検討における減衰装置４は、図６に示すように、外径３３ｍｍの内管１２と、内径
３７ｍｍの外管１１を有している。内管１２は８０ｍｍの高さとなっている。外管１１は
１００ｍｍの高さとなっており、その上下に形成された鍔部１６，１７は、６０ｍｍの直
径となっている。内管１２の周囲の減衰材１３は、２ｍｍの厚さで、７０ｍｍの高さとな
っている。内管１２の上部には、外管１１の内面頂部との間に１０ｍｍの隙間が設けられ
ており、この隙間に円柱状の支持ブロック１４が設けられている。浮きスラブ５は、厚さ
１５０ｍｍで、底部から１１０ｍｍの位置で上端筋が配筋されている。なお、下端筋は図
示を省略している。
【００３７】
　ここで、浮きスラブ（ｔ＝１５０ｍｍ）５の荷重：３６００（Ｎ／ｍ2）、仕上げ荷重
：１０００（Ｎ／ｍ2）、天井・設備の荷重：４００（Ｎ／ｍ2）、積載荷重（事務所）：
２９００（Ｎ／ｍ2）とすると、全体の荷重は７９００（Ｎ／ｍ2）＝７．９（ｋＮ／ｍ2

）となる。
【００３８】
　各梁２にかかる荷重Ｑは、スパン３．０ｍの半分ずつが両側からかかるので、Ｑ＝７．
９×（３．０／２）×２＝２３．７（ｋＮ／ｍ）となる。そして、ネジスタッド６のピッ
チを３００ｍｍとすると、ネジスタッド６の一本当りの負担せん断力ＱBは、１ｍ当りの
荷重が２３．７ｋＮであるので、ＱB＝２３．７／３本＝７．９ｋＮとなる。
【００３９】
　一方、パンチングシヤ許容せん断力ＱPAは、α（許容せん断力を求める係数）×ｂ0（
パンチングシヤに対する設計用せん断力算定断面の延べ幅）×ｊ（スラブの応力中心間距
離）×ｆｓ（コンクリートの許容せん断応力度）で表される。ここで、α＝１．５、ｂ0

＝π×｛６０＋（１１０／２）×２｝＝１７０π、ｊ＝７／８×１１０＝９６．２５、ｆ
ｓ＝Ｆｃ／３０＝２１／３０＝０．７（Ｎ／ｍｍ2）（Ｆｃ＝２１として計画）である。
よって、ＱPA＝１．５×１７０π×９６．２５×０．７×１０-3＝５４．０（ｋＮ）とな
る。
【００４０】
　したがって、ＱB／ＱPA＝０．１５となり、１．０よりも小さいので、構造強度上、問
題はない。
【００４１】
　次に、高減衰ゴムの弾性係数Ｇを１．２（Ｎ／ｍｍ2）、厚さｔを２．０ｍｍとして、
減衰材１３による浮きスラブ５支持の構造的検討について説明する。
【００４２】
　ここで、図５に示す寸法より、ゴムの内管に接する内接面積Ａｓは、３３×π×７０＝
７２５０ｍｍ2となる。ゴムの鉛直方向せん断剛性ｋは、１．２×７２５０×１０-3／２
．０＝４．３５（ｋＮ／ｍｍ）となる。よって、ゴムの鉛直せん断変形量δｖは、７．９
／４．３５＝１．８２ｍｍとなる。よって、ゴム厚さに対するせん断ひずみγは、１．８
２／２．０＝０．９１＝９１％となるので、構造強度上、問題はない。なお、ゴム厚さに
対するせん断ひずみγは、地震時には、２００％まで、使用可能と考えられている。
【００４３】
　以上の検討結果より、本発明に係る浮き床式制振構造は、十分設計可能な範囲になるこ
とが判明した。
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【００４４】
　次に、前記構成による浮き床式制振構造１の構築方法について説明する。
【００４５】
　予め、外管１１の内部に減衰材１３を介して内管１２を弾性的に固定して、二重管７を
形成しておく。まず、梁２（構造フレーム３）の上面に、ネジスタッド６を所定のピッチ
（例えば３００ｍｍピッチ）で溶接して立設させる。このときネジスタッド６は二重管７
と比較して軽量であるので、溶接作業は容易に行える。そして、予め形成しておいた減衰
装置４を、その開口側が下側になるように向けて、ネジスタッド６の上部から被せて、内
管１２の雌ネジ１５にネジスタッド６の雄ネジ８を螺合させ、二重管７をネジスタッド６
に固定する。このとき、溶接等の熟練および手間を要する作業は先の工程で既に終了して
いるので、二重管７の回転数を調整するという簡単な作業だけで、減衰装置４の高さ調整
を行うことができる。なお、二重管７は、後の工程で打設するコンクリート重量による浮
きスラブ５の沈み込みを考慮して、高さ調整を行っておく。
【００４６】
　他方、平面視コ字状に形成されたＬ字プレート２３とプレート２４に減衰材１９を接着
させて、Ｌ字プレート２３、減衰材１９およびプレート２４を一体的に形成する。この一
体部材を柱１８の両側から囲わせて、プレート２４を柱１８に溶接することで、一体部材
を柱１８に固定する。なお、Ｌ字プレート２３は、浮きスラブ５のコンクリート重量によ
る沈み込みを考慮して、取付高さを決定する。
【００４７】
　その後、二重管７の下端面と、Ｌ字プレート２３の下端面に合わせて板材を設置し、二
重管７が埋設されるように浮きスラブ５の型枠（図示せず）を一体的に形成する。浮きス
ラブ５の下面を仕切る型枠は、その上面が外管１１の鍔部１６の上面と面一になるように
形成する。なお、型枠の設置高さは、型枠の端面と、鍔部１６の端面あるいは外管１１の
外周面とが接していれば、鍔部１６の上面とは必ずしも面一である必要はない。このとき
、柱１８回りは、Ｌ字プレート２３が、浮きスラブ５の上端面まで延出しているので、型
枠を省略することができる。そして、適宜配筋を行った後に、浮きスラブ５のコンクリー
トを打設する。コンクリートの重量によって、減衰材１３，１９が変形して、浮きスラブ
５が下方に沈むが、二重管７およびＬ字プレート２３は、浮きスラブ５のコンクリート重
量による沈み込みを考慮して、高さ調整を行っているので、構造フレーム３の上面から所
定の高さ（例えば、５ミリメートル）浮かぶようになる。その後、所定時間養生すること
で浮きスラブ５が完成する。
【００４８】
　次に、前記構成による浮き床式制振構造１の作用を説明する。
【００４９】
　かかる浮き床式制振構造１によれば、床スラブを、減衰装置４を介して構造フレーム３
から所定高さ浮かせた浮きスラブ５で構成しているので、この浮きスラブ５がマスダンパ
ーのおもりの役目を果たし、減衰装置４と組み合わさって建物の振動を減衰させることが
でき、建物の制振効果を得られる。特に、減衰装置４が、上下方向に伸縮可能に構成され
ているため、浮きスラブ５が、構造フレーム３に対して上下移動する。よって、減衰装置
４は、構造フレーム３に発生した上下方向の振動を減衰させることができ、上下方向加速
度を低減することができる。したがって、水平方向加速度のみならず上下方向加速度の免
震・制振効果を備えることができ、コンピュータ等の精密機械を利用する部屋で要求され
る高い免震・制振性能を得ることができる。
【００５０】
　なお、前記の第一および第二の実施の形態では、減衰材１３の厚さが薄いため、水平方
向の振動の減衰効果は、あまり大きくないが、従来から建物の頂部に設けられていた制振
装置と組み合わせることによって、水平方向および上下方向の両方の免震・制震効果を備
えた建物を構築することが可能となり、多様な建物性能の要求に応えることができる。
【００５１】
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　また、減衰材１３，１９を厚く形成すれば、水平方向の免震・制振効果を大きく得るこ
とができる。この場合、浮きスラブ５は、水平方向に作用するマスダンパーのおもりの役
目も果たすので、建物の頂部に設けられるおもりの重量を低減させることができ、マスダ
ンパーの小型化あるいは省略が可能となる。これによって、建物の頂部の階高を大幅に縮
小できるとともに、建物の頂部のマスダンパーの施工手間と時間を大幅に短縮できる。特
に、浮きスラブ５はコンクリートを打設して構築されるので、重量物であるおもりを吊り
上げるときのように巨大なクレーンを利用する必要がなく、施工性が大幅に向上する。
【００５２】
　構造フレーム３と浮きスラブ５とは、構造的に絶縁されているので、構造フレーム３と
浮きスラブ５との上下方向の揺れの伝達が緩和され免震効果を得ることができるとともに
、浮きスラブ５の上下揺動時にエネルギーの吸収効果が得られ、構造フレーム３への応力
が低減される。
【００５３】
　さらに、各階に浮きスラブ５を分散させて構築したことによって、各階での振動制御が
可能となり、層間変位を小さく抑えることが容易となる。
【００５４】
　ところで、本発明に係る浮き床式制振構造１は、減衰装置４が浮きスラブ５の振動を減
衰するので、室内で発生する音の他室への伝達量を低減する役目も果たすことができる。
詳しくは、浮きスラブ５上の室内で発生した音は、浮きスラブ５を伝って減衰装置４で減
衰されて、構造フレーム３への伝達量を低減できる。よって、構造フレーム３を介して他
室に伝達されるのを防止できる。
【００５５】
　ここで、従来の浮き床構造としての一例を挙げると、躯体床スラブの上部にグラスウー
ル等を敷き詰めてなる防振材を介して浮き床を形成する二重床構造がある。この二重床構
造は、床スラブの上部にさらに浮き床を形成しているため、床全体が非常に厚くなり、重
量が増大するとともに、階高も大きくなってしまう問題があった。しかし、本発明に係る
浮き床式制振構造１によれば、躯体床スラブを形成することなく、梁２等の構造フレーム
３の上に直接浮きスラブ５を形成して一重の床構造となっているので、床全体の厚さを薄
くすることができ、階高を大幅に縮小できるとともに、重量の大幅な低減が達成できる。
【００５６】
　さらに、浮き床式制振構造１は、建物の各階に浮きスラブを分散して形成することで、
各階の浮き床式制振構造１ごとに負担する制振効果を小さくすることができる。したがっ
て、浮きスラブ５が極端に厚くなるのを防止でき、減衰装置にかかる負担が適度に分散さ
れて低減できる。そして、建物の頂部に設けられるおもりの重量を大幅に低減させること
もできる。
【００５７】
　また、前記構成の減衰装置４が、構造フレーム３の上部に立設されるネジスタッド６と
、浮きスラブ５の下部に埋設される二重管７とを有し、ネジスタッド６を二重管７の内管
１２に螺合させて、浮きスラブ５を構造フレーム３に固定するので、二重管７の回転数を
調整するという簡単な作業だけで、減衰装置４の高さ調整を行うことができ、施工性の向
上および正確な高さ調整を達成できる。
【００５８】
　さらに、浮きスラブ５と柱１８との間に、所定のクリアランスを確保して、減衰材１９
を介設させているので、柱１８周りにおいても上下方向の振動を、浮きスラブ５と柱１８
との間に設けた減衰材１９で吸収することができる。
【００５９】
　前記構成の減衰装置４によれば、減衰材１３を溶融するか或いはネジスタッド６を切断
することによって、建物の解体や浮きスラブ５の組替え作業が容易に行えるサステナブル
な建築物を提供できる。
【００６０】
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　なお、前記実施の形態では、減衰材１３として高減衰ゴムを用いているが、これに限ら
れるものではない。例えば、天然ゴムを用いても、上下方向および左右方向の揺れを減衰
させることは可能である。但し、高い減衰性能が要求される場合には、高減衰ゴムを採用
するのが好ましい。また、水平方向の揺れは考慮せずに、上下方向の揺れを減衰させるの
であれば、上下方向に伸縮可能に設けられたバネやオイルダンパーを用いてもよい。
【００６１】
　前記実施の形態では、鉄骨の梁２からなる構造フレーム３上に、コンクリート製の浮き
スラブ５を設けた構成を説明したが、これに限られるものではなく、本発明の趣旨を逸脱
しない範囲で適宜設計変更が可能である。例えば、鉄筋コンクリートにて構築される構造
フレーム上に浮きスラブを設ける構成であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
【図１】本発明に係る浮き床式制振構造を実施するための最良の第一の形態を示した断面
図である。
【図２】（ａ）は図１のＡ部を示した拡大断面図、（ｂ）は図２（ａ）のＣ－Ｃ線断面図
である。
【図３】（ａ）は図１のＢ部を示した拡大断面図、（ｂ）は図１のＤ－Ｄ線断面図である
。
【図４】本発明に係る浮き床式制振構造を実施するための最良の第二の形態を示した（ａ
）は断面図、（ｂ）は斜視図である。
【図５】梁とネジスタッドの配置状態を示した平面図である。
【図６】減衰装置と浮きスラブを示した拡大断面図である。
【図７】従来の制振構造を示した概略図である。
【符号の説明】
【００６３】
　１　　浮き床式制振構造
　２　　梁
　３　　構造フレーム
　４　　減衰装置
　５　　浮きスラブ
　１３　減衰材（内管周り）
　１８　柱
　１９　減衰材（柱周り）
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